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【研究要旨】 

視覚障害の有病率は高齢者で高くなることから、健康寿命の延伸のためにも視覚の

維持は重要であり、慢性眼疾患を早期に発見するための効率的な成人眼科検診プログラ

ムの確立が必要と考えられる。本研究は成人眼科検診の医療経済学的評価を行い、十分

な医学的効果と費用対効果の高い検診方式を提示することを目的とした。 

視覚障害の原因となる主要疾患である緑内障、黄斑変性、糖尿病網膜症、白内障につ

いて個別にマルコフモデルを作成し、分析を行った。更に 4 疾患の検診モデルを統合

し、眼底検査によるスクリーニングで複数の疾患を発見する統合モデルを作成した。40

歳から 70歳まで 5年に 1回の眼底検査というベースケースでは、主要 4疾患（緑内障、

糖尿病網膜症、加齢黄斑変性、白内障）に関して費用対効果の評価が大きく分かれたが、

4疾患を併せた統合モデルでは、ICER は 1,883,516円/QALY と費用対効果の閾値内であ

り、16.2％の失明抑制効果が見込まれた。検診間隔を 1年に 1回にするか、眼底検査に

光干渉断層計（OCT）検査を付加することで ICERを大きく変えずに更に高い失明減少効

果を期待できると考えられた。成人眼科検診全体では十分な視覚障害予防効果があり、

医療経済学的にも許容される範囲内であると考えられた。 
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A. 研究目的

本邦の視覚障害の原因の 1 位は緑内障、2 位

は糖尿病網膜症であり、加齢黄斑変性と白内障

などが続く。これらの疾患は好発年齢が中高年

以降であり、初期には自覚症状が少なく、徐々

に進行する慢性疾患という点で共通している。

また、このうち白内障は手術によって視機能を

回復することができるが、それ以外の疾患では

進行の抑制、残存した視機能の維持が治療の目

標となる。従って、重篤な視覚障害に至る前に

疾病を発見し、治療によって進行を防止あるい

は遅延させ、日常生活機能の損失を最小限に抑

えることが重要となる。今後の視覚障害対策と

して大きく、一次予防、二次予防、新規医療介

入の開発および普及の 3つが考えられるが、私

たちは二次予防である成人眼科検診による早期

発見・早期介入が特に重要と考えて検討を行っ

てきた。 

研究者らは平成 28 年度-30 年度の厚生労働科

学研究費補助金・循環器疾患・糖尿病等生活習

慣病対策総合研究事業）・「成人眼科検診の有用

性、実施可能性に関する研究」において特定健

診を契機に眼科医療機関を受診した 1360 例を

対象として詳細な包括的眼科検査を行った。そ

の結果として、緑内障 175例（12.9％）、白内障

（視機能に影響するもの）56例（4.1％）、網膜

疾患として黄斑変性 16例（1.2％）、糖尿病網膜

症 13例（1.0％）、などが発見され、全体で 330

例（24.3%）が有所見者であった。この研究で診

断された眼疾患のうち、最も有病率が高いのは

緑内障であったが、このうち既に緑内障と診断

され医学的管理を受けていたのは 21％に過ぎ

ず、大多数は初めて発見された例であった。 

このように成人眼科検診が緑内障や網膜疾

患、白内障など慢性眼疾患の発見の契機になる

ことが示されたが、現状では眼科に特化した成

人検診の仕組みを持つ自治体はごく少数である。

また成人眼科検診を実施している自治体でも

各々が独自の形式で施行していること、ターゲ

ット人口に対する受診率が低いこと、精密検査

結果の把握など事後評価が十分になされていな

いことなどの問題点がある。従って、現状の眼

科検診では事後の医療介入によって眼疾患の重

症化が抑制され、失明者の減少に繋がっている

かは明らかでなく、医療経済学的な検討も十分

になされていない。 

一方、特定健診は我が国で公的に施行されてい

る最大の健診であり、全国平均の受診率は 53％と

なっている。特定健診には「詳細な健診項目」とし

て眼底検査があり、眼底検査には全身の動脈硬化、

高血圧性変化を評価する以外に、緑内障，糖尿病

網膜症，黄斑変性などの慢性眼疾患を発見する機

能も有すると考えられる。実際に、自治体によっ

ては「詳細な健診項目」としての眼底検査以外に、

独自の基準で眼底検査を行って、眼の検診の機会

としている自治体もある。受診率の高い特定検診

の機会に眼底検査を同時に実施することで慢性眼

疾患の早期発見の機会として、重症化を予防でき

る可能性があると考えられた。 

今回の研究では眼科検診で発見された慢性

眼疾患に医療介入を加えた場合の効果をマルコ

フモデルにより検討し、成人眼科検診の医学的

効果と費用対効果を評価することにした。眼科

検診に緑内障などの眼疾患の重症化を予防し、

中途失明を減少する医学的効果がどの程度期待

で き る か 、 ICER (Incremental Cost 

Effectiveness Ratio) を指標とした費用対効

果が担保されるかについて検討した。昨年度は

緑内障に関する解析を行い、糖尿病網膜症、加

齢黄斑変性、白内障についてはモデルを作成す

る際に必要なパラメータの検討を行った。本年

度は糖尿病網膜症、加齢黄斑変性、白内障につ

いてモデルを用いた医療経済学的評価を行い、

更に緑内障、糖尿病網膜症、加齢黄斑変性、白
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内障の４つの主要疾患を統合したモデルを作成

して、成人眼科検診としての総合的な費用対効

果と医学的効果について分析した。 

視覚障害の有病率は高齢者で高くなること

から、健康寿命の延伸のためにも視覚の維持は

必須と考えられる。慢性眼疾患を早期に発見す

るための効率的な成人眼科検診プログラムの確

立が必要と考えられるが、その医学的効果、費

用対効果が担保されることが重要と考えられる。

本研究は成人眼科検診の医療経済学的評価を行

い、十分な効果と費用対効果の高い検診方式を

提示することを目的とした。 

B. 研究方法

成人眼科検診の医療経済学的効果と医学的効

果（失明者を減少する効果）を明らかにするた

めに、決断分析マルコフモデル（decision-

analytic Markov model）を作成して費用対効果

評価を行った。モデル作成、分析には TreeAge 

Pro 2017 を用いた。 

視覚障害の原因となる主要疾患である緑内障、

黄斑変性、糖尿病網膜症、白内障について個別

にマルコフモデルを作成し、分析を行った。更

に 4疾患の検診モデルを統合し、眼底検査による

スクリーニングで複数の疾患を発見する統合モデ

ルを作成した。各疾患別のモデルデザイン、仮想

コホートの設定、各パラメータの設定について

は、緑内障については令和元年度の後藤の分担

研究報告書、加齢黄斑変性については令和 2 年

度の田村の分担研究報告書、糖尿病網膜症は令

和 2 年度の川崎の分担研究報告書、白内障は令

和 2 年度の平塚の分担研究報告書に詳述されて

いる。また統合モデルについては令和 2 年度の

後藤の分担研究報告書に詳細に記載してあるの

で、ここでは要点だけを記載する。なお、使用し

たパラメータは可能な限り日本人を対象とした

臨床研究から得られたデータを利用し、該当が

ない場合は海外のデータを利用した。 

 眼科検診を実施する場合（検診群）としない

場合（非検診群（現行群））の 2つの strategy を

想定した。正常な人が眼疾患を発症し、徐々に

視機能障害が進展し、ついには失明するという

状態変化をマルコフモデルでシミュレーション

した。ベースケース分析では成人眼科検診のス

ケジュールは、40 歳から 5年に 1度の頻度で 74

歳まで行う（最後の検診時の年齢は 70歳）とし

た。この検診対象年齢は特定健診に合わせたも

のである。ベースケース分析における眼科検診

の検査内容は、眼底写真撮影であり、眼科医が

判読することを想定した。また一部の疾患モデ

ルにおいては光干渉断層計（OCT）検査や人工知

能（AI）診断についても検討を行った。 

費用効用分析では 40 歳の仮想コホートを最長

90歳（中途死亡あり）までシミュレーションし、

終了時における 1 人当たりの累積費用と QALY 

(quality adjusted life years)を計算した。費

用と QALY は 1 年当たり 2％の割引を適用した。

累積費用と QALY から ICER を算出した。費用効

果的と判断する閾値は、日本人の支払い意思額

（WTP: willingness to pay）である 500万円

/QALY を用いた。その他のアウトカムとして、失

明者数、平均失明期間、患者数、診断者数、平均

治療期間を計算した。 

ベースケース分析の結果への個々のパラメー

タの影響を調べ、結果の頑健性を評価するために、

パラメータをそれぞれ動かして一元感度分析を

行った。 

 また、最適な検診スケジュールを検討するため

に、検診開始年齢、検診終了年齢、検診間隔を変え

てシミュレーションを行い、各検診スケジュール

における ICER と失明者抑制率を算出した。検診

プログラムの検診開始年齢、検診間隔、検診終了

年齢、検診間隔と ICER および失明者抑制率の関

係性についてもそれぞれ検討した。 

 なお、分担研究者の横山は、国保データベー

ス（KDB）システム（平成 24～令和元年度）に基
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づいて特定健診における眼底検査の実施率の推

移を調査し、特に平成 30年度からの特定健診第

3 期からの変化に着目して検討した。分担研究

者の高野らは、眼底検査を中心とした成人眼科

検診の意義について小冊子を作成し、眼科検診

の意義を自治体や保険者に提示することで自治

体の保健行政、施策を考えるうえでの情報提供

を行った（資料）。 

（倫理面への配慮） 

本研究はヘルシンキ宣言の趣旨を尊重し、厚

生労働省、文部科学省による「人を対象とする

医学系研究に関する倫理指針」に従い、倫理審

査委員会の承認を得たうえで行った。今回の研

究内容は倫理審査委員会の承認は不要と考えら

れるが、データソースとして用いた先行研究に

ついては倫理指針に従い、医療法人社団信濃会・

信濃坂クリニック治験審査委員会、杏林大学医

学部倫理委員会の審査を受け、承認を受けてい

る（承認番号 1034 および 744）。 

C. 研究結果

ベースケース分析（40 歳から 5 年に 1 度の頻

度で 74 歳まで（最終検診年齢 70 歳）行う）で

の各疾患別の ICER と失明抑制率を表 1 に示す。

緑内障では ICER 3,257,215 円/QALY、失明抑制

率は 12.3%、加齢黄斑変性で 9,276,666円/QALY、

失明抑制率は 40.7 ％、糖尿病網膜症で

49,124,214 円/QALY、失明抑制率 1.4％、白内障

で 472,533 円/QALY、失明抑制率は 76.9％とな

った。費用対効果の閾値を 500 万円/QALY とす

ると成人眼科検診は緑内障と白内障に関しては

費用対効果的である一方、加齢黄斑変性と糖尿

病網膜症では閾値を超え、感度分析でも ICER が

500万円/QALY以下になることはなかった。 

このようにベースケース分析において、4疾患

を個別に対象とした場合には費用対効果の評価

が大きく分かれたが、眼底検査による眼科検診

ではこれら 4 疾患をすべて同時にスクリーニン

グすることが可能である。4 疾患を併せた統合

モデルでは、ベースケースの ICERは 1,883,516

円/QALY、失明抑制率は 16.2％であり、ICER は

費用対効果の閾値内であった。 

成人眼科検診の医学的効果の指標とした失明

抑制率に関しては、疾患別にみると糖尿病網膜

症の 1.4％から白内障の 76.9％まで幅広い値を

とったが、統合モデルのベースケースでは

16.2％となり、成人を対象とした眼科検診は一

定の失明予防効果があることが示された。 

成人眼科検診の対象となる疾患は好発年齢や

自然予後が異なっており、最適な検診スケジュ

ールは疾患によって異なると考えられる。検診

開始年齢、検診終了年齢、検診間隔を変えてシミ

ュレーションを行い、各検診スケジュールにおけ

る ICER と失明者抑制率を算出した。失明減少率

が最大となる検診プログラムを疾患別と統合モデ

ルで表２に示す。疾患によって最適な検診開始年

齢、検診間隔、検診終了年齢は異なっているが、

ICER に関しては加齢黄斑変性でベースケースと

比べて高い値になり、糖尿病網膜症で低い値にな

ったが、緑内障と白内障では大きな変動はみられ

ず、統合モデルの ICERも 1,920,668 円/QALY とベ

ースケースとほぼ同じ値になった。その一方で失

明減少率は緑内障で 67.2％、黄斑変性で 84.4 と

大きく上昇し、統合モデルでも 54.4％とベースケ

ースよりも大幅に上昇していた。失明減少率が高

いプログラムは統合モデルでは 40 歳開始で 70 歳

まで毎年検診を行うプログラムであった。 

なお、加齢黄斑変性と糖尿病網膜症に関しては

AI自動診断についても評価を行ったが、現時点

では不明の点が多く、積極的に導入を支持する

結果は得られなかった。ただし、糖尿病網膜症

に関しては「十分な普及率と丁寧な受診勧奨、フ

ォローアップによる受診率向上」を前提条件とし

た場合、AI自動診断は現状よりも費用効果的であ

る可能性が示された。 
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また、緑内障に関しては眼科検診の方法として、

眼底写真のみと眼底写真に光干渉断層計(OCT)を

加えた場合を比較した結果、眼底写真のみのベー

スケースの ICER3,257,215 円/QALY、失明減少率

12.3%と比較して眼底写真＋OCT の ICER は

3,369,956 円/QALYで、失明減少率は 26.2%と大き

く増加した。検診スケジュールがベースケースの

ままで 5年に 1回であっても検診項目として OCT

検査を加えると、失明抑制率は 26.2%と大きく上

昇することがわかった。この違いは検診の精度

（感度・特異度）と大きく関係している。そこで

検診の感度と特異度が ICER と失明減少率に与

える影響について検討したところ、検診の感度

は ICER と失明減少率への影響が大きく、感度が

高いほど ICERが低くなり、失明減少率も大きく

なった。一方で検診の特異度は失明減少率には

影響しないが、ICER への影響は大きいことがわ

かった。 

以上のように 4 疾患を個別に対象とした場合

には費用対効果の評価が大きく分かれたが、4疾

患を併せた統合モデルの ICER は費用対効果の

閾値内であった。一元感度分析の結果でも全 217

のパラメータにおいて、ICERが 300万円を超え

るものはなく、ベースケース分析の結果へ及ぼ

すパラメータの不確実性の影響は小さいと考え

られた。眼科検診では複数の対象疾患を単一の

検査でスクリ-ニングできるために、加齢黄斑変

性や糖尿病網膜症など単一では費用対効果が担

保されない疾患への検診介入も総体として見る

と費用対効果の面で許容される結果となった。 

特定健診に併せて実施される眼底検査の現状

について、国保データベース（KDB）システム（平

成 24～令和元年度）に基づいて推移を調査した。

なお、これらには「詳細な健診」以外に国保保険

者が独自に実施した眼底検査も含まれている。

眼底検査の実施率は平成 24 年度の 11.7％から

平成 29年度の 13.5％と平成 24～29年度にかけ

てはゆるやかに上昇していたが、平成 30年度に

は 4.1ポイント急上昇して 17.6%となり、特に、

男性および高年齢で上昇率が大きかった。令和

元年度も 18.0％となっていた。平成 30 年度の

急上昇は特定健診の第３期における詳細な健診

項目に関する判定基準の改定によるものと推察

された。  

 

D. 考按 

 成人眼科検診の費用対効果をマルコフモデル

を用いたシミュレーションで検討した。費用対

効果の閾値（500 万円/QALY）と比較した場合、

成人眼科検診は緑内障と白内障に関しては費用

対効果的である一方、加齢黄斑変性と糖尿病網

膜症では閾値を超え、感度分析でも ICER が 500

万円/QALY 以下にはならなかった。加齢黄斑変

性に関しては疾患自体の自然予後が不良であり、

抗 VEGF 薬を中心とした治療による視力改善効

果が限定的であることが影響していると考えら

れた。糖尿病網膜症に関しては、今回基準とし

た現状群では、特定健診で糖尿病の有無をスク

リーニングし、糖尿病網膜症のハイリスク集団

に対象を絞り込んで糖尿病網膜症スクリーニン

グを行っており、非糖尿病患者を含んだ全員に

糖尿病網膜症のスクリーニングを行うことは検

診間隔を 5 年と長くとっても費用効果的とはな

らないことを示している。2018 年度以降の第三

期特定健康診査において、糖尿病及び糖尿病の

疑いがあるものに対して糖尿病網膜症のスクリ

ーニングができるようになったことの意義は大

きく、その仕組みを十分に活用していくことが

重要であることが示された。 

なお、加齢黄斑変性と糖尿病網膜症に関しては

AI自動診断についても評価を行ったが、現時点

では不明の点が多く、積極的に導入を支持する

結果は得られなかった。ただし、糖尿病網膜症

に関しては「十分な普及率と丁寧な受診勧奨、

フォローアップによる受診率向上」を前提条件

とした場合、AI 自動診断は現状よりも費用効果
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的である可能性が示された。今後、我が国にお

いて AI 自動診断システムを使った糖尿病網膜

症をはじめとする検診・診断支援の導入の費用

加算について具体的な可能性を示したと考える。 

このようにベースケース分析において、4疾患

を個別に対象とした場合には費用対効果の評価

が大きく分かれたが、眼底検査による眼科検診

ではこれら 4 疾患をすべて同時にスクリーニン

グすることが可能である。4 疾患を併せた統合

モデルでは、ICERは 1,883,516円/QALYであり、

費用対効果の閾値内であった。一元感度分析の

結果でも ICER が 300 万円を超えることはなく、

ベースケース分析の結果へ及ぼすパラメータの

不確実性の影響は小さいと考えられた。検診の

対象疾患を複数にすることによって加齢黄斑変

性や糖尿病網膜症など単一では費用対効果が担

保されない疾患への検診介入も総体として見る

と費用対効果の面で許容されると考えられた。 

 今回のベースケースで検討した検診方法は眼

底写真を撮影し、眼科専門医が読影を行う方式

であり、現在でも一部の自治体で行われている

方式である。また、検診の開始は 40歳で 5年毎、

70 歳までという検診スケジュールを設定した。

このシナリオにおいて累積失明者数は検診群に

おいて非検診群より 16.2％減少することが見込

まれた。眼科検診による失明減少効果をより高

めるためには、検診方法の精度の向上と検診ス

ケジュールの設定の２つが考えられる。 

 検診開始年齢や間隔、検診終了年齢を変化さ

せ、検診プログラムを検討したところ、検診プ

ログラムによって検診の費用対効果や失明予防

効果は大きく変化することがわかった。また、

最適な検診スケジュールは疾患によって異なっ

ており、これは疾患の好発年齢や自然予後が異

なるためと考えられた。統合モデルの結果でみ

ると、ICER の範囲は 1,565,494 円/QALY から

2,341,562 円/QALY で、失明抑制率は 0.7%から

54.4%であった。このことは、プログラムの選択は、

費用対効果にはあまり大きな影響を及ぼさないが、

失明抑制率に関しては大きな影響があることを示

している。40 歳から 70 歳まで毎年検診を行う場

合、ICER は約 192 万円/QALY とベースケースよ

りわずかに増加するが、失明抑制率が 54.4％とな

り、高い失明抑制効果が得られることが分かった。

若い年齢から高齢まで 1 年毎に検診すると医学的

効果（失明減少率）が高くなるのは当然とも言え

るが、可能であれば１年に１回の眼科検診の機会

が望ましいと考えられた。 

 検診の効果を向上させるためにもう１つ考え

られるのは、検査の追加による検診精度の向上

である。このことは緑内障スクリーニングにお

ける OCT 検査の導入で示すことができた。緑内

障に関する検診の評価でベースケースの

ICER3,257,215 円/QALY、失明抑制率 12.3%と比

較して眼底写真＋OCT の ICER は 3,369,956 円

/QALY で、失明抑制率は 26.2%と大きく増加した。

ICER に大きな違いがない上に失明抑制率を

14％程度増加できることから眼底写真＋OCT が

優れた検診方法であることがわかった。このこ

とは緑内障のスクリーニングとしての眼底検査

の感度は 55％と他の眼疾患に比べて低いためと

考えられる。OCT を付加すると感度は 83％まで

上昇することもわかっており、成人眼科検診の

精度向上には OCT 検査の付加が有用と考えられ

た。OCT による網膜や視神経の評価は眼科領域

で急速に発展、普及している診断技術であり、

非侵襲的に短時間で網膜・視神経の精密な断層

像が得られる点に特徴がある。眼底写真が面で

網膜・視神経を評価するのと対照的であり、両

者を組み合わせることで相補的な効果を発揮し

て眼疾患のスクリーニング精度が向上すると考

えられる。設備や検者の問題はあるが、緑内障

の有病率が高いこともあり、失明予防の観点か

らは眼底写真だけでなく OCT を加えた眼科検診

が望ましいと考えられた。 

 今回の検討の範囲では比較的若い年代（40歳）
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からできるだけ頻回（できれば 1 年に 1 回）に

介入する検診プログラムが費用対効果と失明抑

制効果の双方から優れていることが示された。

ただし、感度の高い検診方法（OCT など）を導入

すると検診間隔を拡げても同等の費用対効果と

失明減少率を確保できる可能性もある。 

 特定健診に併せて実施される眼底検査の現状

について、国保データベース（KDB）システムに

基づいて推移を調査した結果では、眼底検査の

実施率は平成 24年度から平成 29年度に 11.7％

から 13.5％とゆるやかに上昇し、平成 30 年度

には急上昇して 17.6%となった。平成 30年度の

急上昇は特定健診第３期における改定によるも

のと推察されたが、眼底検査施行率のゆるやか

な上昇には、「詳細な健診」以外に国保保険者が

眼底検査を独自に実施していることも要因と思

われる。研究者らが以前に行った調査では全国

の 1048 自治体のうち 310自治体（29.6％）が何

らかの形でオプションとしての眼底検査を実施

しており、国の実施基準以外に眼底検査を受け

られる環境を作っている。特定健診に合わせた独

自検診として眼底検査を行うことで、特定健診自

体の受診率が向上する可能性も示されており、特

定健診を機会として眼底検査を受けることを望む

受診者が少なくないことを示すものと考えられる。 

 今回の検討で糖尿病網膜症に関しては成人眼科

検診の費用対効果と医学的効果（失明抑制効果）

は低い値となった。これは特定健診第 3 期の枠組

みでの眼底検査が糖尿病網膜症のスクリーニング

機会として有効に機能していることを示している。

緑内障、加齢黄斑変性、白内障に関しても特定

健診に併せる形でスクリーニングを施行できれ

ば成人眼科検診として有効に機能すると共に、

特定健診に新しい価値を付加することができる

と考えられた。 

 本邦の視覚障害の主要原因の多くは加齢性変

性疾患であり、緑内障、糖尿病網膜症、加齢黄斑

変性、白内障が主要なものである。成人眼科検

診の医学的効果と費用対効果について検討を行

った結果、成人眼科検診全体では十分な視覚障

害予防効果があり、医療経済学的にも許容され

る範囲内であると考えられた。 

 

結論 

成人眼科検診の医療経済学的評価を行った。

40 歳から 70 歳まで 5 年に 1 回の眼底検査とい

うベースケースでは、主要 4 疾患（緑内障、糖

尿病網膜症、加齢黄斑変性、白内障）に関して

費用対効果の評価が大きく分かれたが、4 疾患

を併せた統合モデルでは、ICER は 1,883,516 円

/QALY と費用対効果の閾値内であり、16.2％の

失明抑制効果が見込まれた。検診間隔を 1 年に

1 回にするか、眼底検査に OCT 検査を付加する

ことで ICER を大きく変えずに更に高い失明減

少効果を期待できると考えられた。 
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表 1. ベースケース分析での ICER と失明抑制率：対象疾患別と統合モデル 

 

 
検 診 開

始年齢 
検診間隔 

検 診終了

年齢 
ICER 失明抑制率 

緑内障 40 5 年に 1 回 70 3,257,215 円/QALY 12.3% 

加齢黄斑変性 40 5 年に 1 回 70 9,276,666 円/QALY   40.7％ 

糖尿病網膜症 40 5 年に 1 回 70 49,124,214 円/QALY 1.4% 

白内障 40 5 年に 1 回 70 472,533 円/QALY 76.9％ 

統合モデル 40 5 年に 1 回 70 1,883,516 円/QALY 16.2% 
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表 2. 失明減少率が最大の検診スケジュールと ICER：対象疾患別と統合モデル 

検 診 開

始年齢 
検診間隔 

検 診終了

年齢 
ICER 失明抑制率 

緑内障 40 毎年 70 3,259,498 円/QALY 67.2％ 

加齢黄斑変性 40 毎年 90 13,110,851 円/QALY 84.4% 

糖尿病網膜症 50 4 年に 1 回 70 19,074,566 円/QALY 3.7% 

白内障 50 2 年に 1 回 70 450,908 円/QALY 100% 

統合モデル 40 毎年 70 1,920,668 円/QALY 54.4% 
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資料：成人眼科検診についての小冊子 
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